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はじめに  

 

我が国においては、尐子高齢化が急速に進行する中、健康で安心できる 

国民生活を確保していくためには、これを下支えする医療、介護、福祉、 

年金など社会保障制度が適正かつ効果的に機能することが強く求められて 

おり、各分野では、不断の制度見直しが行われております。 

四国厚生支局は、平成１３年１月の中央省庁の改革の際に国の社会保障 

政策を推進する厚生労働省のブロック行政機関の一つとして創設されまし 

た。発足以来、国民にとって身近な地域において執行すべき国の行政事務 

の移管を受けて順次組織改正がなされ、現在、香川本局と他の三県を管轄 

する事務所を設置し、健康福祉と麻薬取締に加え、良質な医療サービス確 

保のための行政を展開しております。 

本書は、関係の皆様方に四国厚生支局の業務への理解を深めていただく 

一助になればとの思いで、平成２０年度に当支局が実施した業務実績や関 

係資料をとりまとめたものです。 

四国厚生支局は、地域の皆様の健康と生活の質の向上のために、厚生労 

働省の政策実施機関としての役割を全うすべく、今後とも業務改善や効率 

化に積極的に取り組んでいます。 

 

平成２２年１月 

 

四国厚生支局長 

                            小木津敏也 
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【第Ⅰ章 四国厚生支局の概要】  

 

１ 沿  革 

平成１３年１月６日に中央省庁等改革基本法により、厚生省と労働省が

 統合し、厚生労働省が設置され、併せて地方支分部局についてもブロック

 単位で統合化することにより国の行政組織の減量効率化を図ることとされ

 たことから、従来から設置されていた地方医務（支）局と地区麻薬取締官

 事務所を統合して、全国に８カ所地方厚生（支）局が設置されました。 

新しく発足した四国厚生支局の分掌する事務については、従来の四国地

方医務支局及び四国地区麻薬取締官事務所の所掌事務に加え、厚生労働省

から社会保険に関する指導監督の業務等も新たに所掌に加わることとなり

ました。 

［本省から移管された事務］ 

   ○医師等の国家試験に関する業務 

○国保の保険者・国保連合会の監督 

   ○健保組合、厚生年金、国年基金等の監督 

 ［旧地方医務局、旧地区麻薬取締官事務所の事務］ 

○国立病院及び国立療養所に関する事務 

  ○麻薬等の取締に関する事務 

また、組織については、麻薬取締部、総務課、社会保険課、経営指導課、

企画調整課、職員課の１部５課体制となり、大幅な組織改正が図られまし

た。 

その後、補助金の移管に伴い平成１５年４月１日に組織細則が改められ

総務課に助成第１係、助成第２係が設置されました。 

さらに、平成１６年４月１日、旧地方医務（支）局が所管していた国立

病院等に関する事務が独立行政法人国立病院機構に引き継がれた結果、経

営指導課、職員課、企画調整課が廃止されました。 

また、新たに保健衛生、福祉関係補助金等の執行を行う保健福祉課が新

設され、翌年には同課に養成施設の指導監督等の業務も新たに追加されま

した。 

平成２０年１０月１日には社会保険庁改革に伴い、これまで社会保険 

事務局において実施されてきた保険医療機関・保険薬局に対する指導監査

等の事務が移管されました。 

この移管に併せて、四国厚生支局の組織を再編し、医療法・健康保険 

法を含む総合的な医療行政を推進等することとなりました。 

主な再編は、指導部門として管理課・医療指導課・指導監査課及び各 

所在県内において、保険医療機関等に対する指導監査等を実施する各県事

務所（香川県を除く）が設置されました。 

なお、当局の管轄区域は、香川県、徳島県、愛媛県及び高知県の４県と

なっています。 

また、この再編に伴い四国厚生支局の総合企画調整、医療構造改革推進

等を担当する企画調整課の新設、保健福祉課から健康福祉課への名称変更

を行いました。 
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３ 所 在 地 

 

 ○高松サンポート合同庁舎 

〒760-0019  香川県高松市サンポート３番３３号 

高松サンポート合同庁舎４階 

交通機関  ＪＲ高松駅 徒歩３分 

 四国厚生支局施設ホームページ http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/shikoku/ 

 麻薬取締官ホームページ    http://www.nco.go.jp/ 

 

所属部署 電話番号 FAX 番号 

総務課・企画調整課 087-851-9565 087-822-6299 

管理課 087-851-9501 087-822-6303 

医療指導課 087-851-9502 087-822-6303 

指導監査課 087-851-9593 087-823-8159 

麻薬取締部 

(「麻薬･覚せい剤」相談電話) 

048-811-8910 

(087-823-8800) 

087-823-8810 

      

○高松シンボルタワー 

〒760-0019  香川県高松市サンポート２番１号 

高松シンボルタワー１０階 

交通機関 ＪＲ高松駅 徒歩３分 

 

所属部署 電話番号 FAX 番号 

 健康福祉課      087-851-9566       087-851-9508 

 保険年金課      087-851-9562       087-851-9577 

 

[県事務所] 

 

  

徳 島 

事 務 所 

住  所 〒770-0831 徳島県徳島市寺島本町西 1－7－1 

      日通朝日徳島ビル 5 階 

交通機関  ＪＲ徳島駅 徒歩２分 

電話番号 088-602-1386 FAX 番号 088-602-1672 

 

 

愛 媛 

事 務 所 

住  所 〒790-0005  愛媛県松山市花園町 3－21 

       朝日生命松山南堀端ビル 7 階 

 交通機関  ＪＲ松山駅 徒歩 15 分 

 伊予鉄南堀端駅 徒歩 2 分 

電話番号 089-986-3156 FAX 番号 089-986-3162 

 

 

高 知 

事 務 所 

住  所 〒780-0870  高知県高知市本町 1－1－3 

            朝日生命高知本町ビル 9 階 

交通機関  ＪＲ高知駅 徒歩 15 分 

 土佐電鉄堀詰駅 徒歩 1 分 

電話番号 088-826-3116 FAX 番号 088-826-3112 
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４ 主な業務 

 

（総務課） 

 ・四国厚生支局の総務、会計等に関すること 

 ・四国厚生支局職員の人事給与、研修、共済等に関すること 

 ・各種国家試験に関すること 

   国家試験の種類 

      医師、保健師、助産師、看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、 

      理学療法士、作業療法士、薬剤師 

 

・四国厚生支局が保有する行政文書の情報公開等（ただし、管理課業務部 

  分は除く。）に関すること 

・中小企業等協同組合の設立認可等に関すること 

 

（企画調整課） 

・四国厚生支局の所掌事務に関する総合的な企画及び立案並びに調整に関 

すること 

・医療構造改革の推進に関すること 

・四国地方社会保険医療協議会の運営に関すること 

・医療安全に関する取組の普及・啓発（診療関連死の調査等に限る）に関 

すること 

 

（健康福祉課） 

・保健衛生、福祉関係補助金等の執行に関すること  

      補助金等の種類 

   結核医療費国庫負担（補助）金、原爆被爆者健康診断費交付金、原爆 

   被爆者手当交付金、原爆被爆者葬祭料交付金、保健衛生施設等施設整備 

   費国庫補助金、保健衛生施設等設備整備費国庫補助金、保健衛生施設等 

   災害復旧費国庫補助金、児童扶養手当給付費国庫補助金、特別児童扶養 

   手当事務取扱交付金、特別障害者手当等給付費国庫負担金、婦人保護費 

   国庫負担（補助）金、児童入所施設措置費等国庫負担金、保育所運営費 

   国庫負担金、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金、社会福祉施設等災 

   害復旧費国庫補助金、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金、地域 

   介護・福祉空間整備推進交付金、次世代育成支援対策施設整備交付金 

 

・各種養成施設等の指定及び監督に関すること 

・民生委員等の委嘱等事務に関すること 

・医療安全の普及・啓発に関すること 

 

（保険年金課） 

・健康保険組合、厚生年金基金、国民年金基金の認可、指導監督に関す 

ること 

・確定拠出年金（事業主に係るものに限る）、確定給付企業年金の承認、 

指導監督に関すること 

・全国健康保険協会支部の指導監督に関すること 
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（管理課） 

・医療サービスの指導業務に係る総合調整及び情報管理に関すること 

・国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会に対する指導に関す 

ること 

・後期高齢者医療広域連合の指導及び社会保険診療報酬支払基金支部の監 

督に関すること 

 

（医療指導課） 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後 

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ 

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督 

・四国厚生支局事務所等が行う業務に関する事務の指導及び監督 

 

（指導監査課） 

・香川県内の健康保険事業、船員保険事業、国民健康保険事業及び後 

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・香川県内の保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看 

護事業者その他医療保険事業の療養担当者に対する監督、施設基準等の 

申請・届出事務に関すること 

・香川県内の柔道整復師の施術に係る受領委任契約等の締結・登録事務等 

に関すること 

・四国地方社会保険医療協議会香川部会の運営に関すること 

 

（県事務所） 

・所在県内の健康保険事業、船員保険事業、国民健康保険事業及び後期高 

  齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・所在県内の保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看 

護事業者その他医療保険事業の療養担当者に対する監督、施設基準等の 

申請・届出事務に関すること 

・所在県内の柔道整復師の施術に係る受領委任契約等の締結・登録事務等 

に関すること 

・所在県に置かれる四国地方社会保険医療協議会部会の運営に関すること 

 

○麻薬取締部 

・麻薬、覚せい剤等の取締り等及び薬物乱用防止の普及・啓発に関する 

こと 

・薬物等に関する相談 
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【第Ⅱ章 業務の概要及び実績等】 

 

１ 総務課 

 

（１） 業務内容 

 

○ 厚生労働省組織規則第７１０条各号に掲げる事務を所掌 

 

１．機密に関すること。 

２．支局の職員の職階、任免、給与、懲戒、服務その他人事並びに教養及び訓練に関す

ること。 

３．支局の機構及び定員に関すること。 

４．公印の保管に関すること。 

５．公文書類の接受、発送、編集及び保存に関すること。 

６．支局の保有する情報の公開に関すること。 

７．支局の保有する個人情報の保護に関すること。 

８．支局の所掌事務に関する総合調整に関すること（企画調整課及び管理課の所掌に属

するものを除く。） 

９．支局の経費及び収入の予算、決算及び会計に関すること。 

10．支局所属の国有財産の管理及び処分並びに物品の管理に関すること。 

11．支局の所掌事務に係る補助金等の交付決定、確定その他の審査に関すること。 

12．前号に掲げる補助金等の支出負担行為に係る認証に関すること。 

13．庁舎の管理に関すること。 

14．原因の明らかでない公衆衛生上重大な危害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の

事態への対処に関する総括に関すること。 

15．中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）、中小企業団体の組織に関す

る法律（昭和３２年法律第１８５号）、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭

和５４年法律第４９号）、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４

８号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律

第１１２号）、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成１１年法律第１

８号）その他の法令に関する厚生労働省が所管する事業（職業紹介事業、労働者供給

事業及び労働者派遣事業を除く。）の発達、改善及び調整に関すること（これらの事

業の監督に関することに限る。） 

16．医師国家試験、歯科医師国家試験、保健師国家試験、助産師国家試験、看護師国家

試験、診療放射線技師国家試験、臨床検査技師国家試験、理学療法士国家試験、作業

療法士国家試験、視能訓練士国家試験、管理栄養士国家試験及び薬剤師国家試験に関

する庶務に関すること。 

17．支局の職員の衛生、医療その他の福利厚生に関すること（厚生労働省共済組合四国

厚生支局支部に関することを含む。）。 

18．支局の職員の災害補償に関すること。 

19．前各号に掲げるもののほか、支局の所掌事務で他の所掌に属しないものに関するこ

と。 
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（２）業務実績（平成２０年度実施国家試験について） 

 

試験の種類 試 験 日 試験会場 受験者数 

(名) 

合格率 

(％) 

第１０３回医師 平成２１年２月１４日(土) 

２月１５日(日) 

２月１６日(月) 

高松市市民文化センター  

 

518 

 

(91.0) 

91.9 

第９２回助産師 平成２１年２月１９日(木) 高松市市民文化センター  

58 

(99.9) 

100 

第９５回保健師 平成２１年２月２０日(金) 高松市市民文化センター  

695 

(97.7) 

99.0 

第９８回看護師 平成２１年２月２２日(日) 高松市市民文化センタ

ー・高松大学・高松南高

等学校 

 

 

2,880 

 

(89.9) 

82.2 

第５５回臨床検

査技師 

平成２１年２月２５日(水) 高松市市民文化センター  

252 

(71.8) 

78.6 

第６１回診療放

射線技師 

平成２１年２月２６日(木) 高松市市民文化センター  

104 

(74.4) 

90.4 

第４４回理学療

法士 

平成２１年３月  １日(日) 高松市市民文化センター  

550 

(90.9) 

91.1 

第４４回作業療

法士 

平成２１年３月  １日(日) 高松市市民文化センター  

383 

(81.0) 

80.9 

第９４回薬剤師 平成２１年３月  ７日(土) 

３月  ８日(日) 

徳島文理大学  

520 

(74.4) 

77.5 

合格率の（  ）は全国平均 
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２ 企画調整課 

 

（１）四国厚生支局の再編成関係 

①業務内容 

 平成２０年１０月より、社会保険庁改革に伴い、それまで社会保険事務局にお

いて実施されてきた保険医療機関・保険薬局等に対する指導監査業務等が地方厚

生（支）局に移管されるとともに、医療法、健康保険法等を含む総合的な医療行

政の推進を図るため各地方厚生（支）局の再編が行われました。 

こうした組織再編を円滑に行うため、平成２０年４月には、後に企画調整課を

構成することとなる医療構造改革推進官が中心となって、｢四国厚生支局再編準

備連絡協議会｣を設置し、再編準備の段階から組織再編後における各業務の実施

体制等の整備に関すること､保険医療指導監査業務の社会保険事務局からの引継

に関すること等につき、企画及び立案並びに調整等を行ってきました。 

 

②業務実績 

 四国厚生支局では、管内社会保険事務局の保険医療指導担当者をメンバーに加

えた「医療行政部会」を設置し検討を行い、再編に伴う保険医療指導監査業務の

円滑な移管を図りました。 

また、パンフレットの作成やホームページの活用により再編の内容を広く周知

するとともに、この機会にホームページの活用による国民への情報発信機能の強

化等を図るため、局内に組織横断的なワーキングチームを設置し、ホームページ

を一新しました。 

 

（２）四国地方社会保険医療協議会総会関係 

①業務内容 

社会保険医療協議会令（平成１８年政令第３７３号）等の改正に基づき、平成

２０年１０月から四国厚生支局に設置され、委員構成は支払側委員７名（保険者、

被保険者、事業主を代表する委員）と診療側委員７名（医師、歯科医師、薬剤師

を代表する委員）とが、保険契約の両当事者として協議し、公益委員６名（公益

を代表する委員）が両者を調整して合意を得るという三者構成となっています。 

所掌事務は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消、保険医及び保

険薬剤師の登録の取消等について、厚生労働大臣（四国厚生支局長へ委任）の諮

問に応じて審議・答申するほか、自ら建議できることとなっています。 

 

②業務実績 

    平成２０年度における四国地方社会保険医療協議会総会の開催については、以

下のとおりです。 

 平成２０年１０月 ９日 四国厚生支局会議室にて第１回総会開催 

 平成２１年 １月２３日 四国厚生支局会議室にて第２回総会開催 

 平成２１年 ２月１２日 四国厚生支局会議室にて第３回総会開催 
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（３）医療構造改革関係 

①業務内容 

    国民皆保険を維持し、将来にわたって維持可能な医療保険制度を構築するた

めには、治療を重視した医療から、疾病の予防を重視した保健医療への転換を

図るとともに、医療提供体制、医療保険制度等の在り方等にまで踏み込んだ見

直しを行うなど、抜本的な医療構造改革が必要です。 

平成１８年６月に成立した医療構造改革関連法は、これらのために制度的改正

が必要な内容を盛り込んだものであり、今後数年をかけて段階的に実施すること

としています。 

    医療構造改革に係わる県の役割としては、地域の実情を踏まえた医療費適正

化計画の策定及び関連する三計画（健康増進計画、医療計画、介護保険事業支

援計画）の見直しを総合的・一体的に進めるとともに、各種施策のコーディネ

ートや、様々な関係者との調整等を果たしていくことが求められています。 

  四国厚生支局においては、管内県に対して、制度の円滑かつ適切な実施が行

われるよう必要な助言、指導等を行っています。 

 

②業務実績 

 ア 医療費適正化計画（平成２０年度策定計画） 

  都道府県が策定する医療費適正化計画においては、国の定める参酌標準に

即して医療費適正化のための目標を定め、その実現に向けた施策を明らかに

する必要があることから､管内県に対する各種の情報提供等を行っています｡ 

     イ 健康増進計画（平成２０年度策定計画） 

 特定健診及び特定保健指導の実施率、メタボリック症候群の改善に向けた

目標等を定めて必要な施策を講じるよう、管内県に対する各種の情報提供等

を行っています。 

     ウ 医療計画（平成２０年度策定計画） 

 ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）及び５事業（救急医療、

災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）について、関係者と協議の

上、地域の医療連携体制を構築し、地域の実情に応じた各医療機関の機能分

担及び連携の状況を医療計画に明らかにした上で必要な施策を講じるよう、

管内県に対する各種の情報提供等を行っています。 

     エ 介護保険事業支援計画（平成２１年度策定計画） 

       療養病床再編等を踏まえつつ、地域実情に応じた第４期介護保険事業支援

計画が策定されるよう、管内県に対する各種の情報提供等を行っています。 

    

（４）医療安全調査委員会（仮称）関係 

①業務内容 

    医療の安全の確保は、我が国の医療政策上の重要課題であり、とりわけ死亡事

故について、この原因を究明し再発防止を図ることは、国民の切なる願いであり

ます。 

     医療の安全を向上させていくためには、医療事故による死亡が発生した際に、

解剖や診療経過の評価を通じて事故の原因を究明し、再発防止に役立てていく

仕組みが必要であります。 
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     しかし、死因の調査や臨床の経過の分析・評価等については、これまで行政

における対応が必ずしも十分ではなく、結果として民事手続きや刑事手続きに

その解決が期待されている現状にはあるが、必ずしも原因の究明につながるも

のではありません。 

このため医療安全の確保の観点から、医療事故について、分析・評価を専門

的に行う機関を設ける必要があり、さらに、このような新しい取り組みの構築

は、医療の透明性の確保や医療に対する国民の信頼の回復につながるとともに、

医師等が萎縮することなく医療を行える環境の整備にも資するものと考えられ

ます。 

医療死亡事故の原因究明・再発防止という仕組みについて、平成１９年４月

に設置した「診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討

会」での議論や平成２０年６月に公表した「医療安全調査委員会設置法案（仮

称）大綱案」への意見募集を実施しているところであり、今後、意見を踏まえ

国会審議等が行われる予定となっています。 

このような状況の中、四国厚生支局でも管内において「医療安全調査委員会

設置法案（仮称）大綱案」に対する関係各者から幅広くご議論いただき、管内

県民の皆様に仕組み等を周知する事を目的としてパネルディスカッション等を

実施しているところであります。 

 

②業務実績 

   ア 平成２０年１２月９日開催の「医療安全に関するワークショップ」におい

て、制度の説明を医療関係者等に行いました。 

    イ 平成２１年１月２５日中国四国厚生局と共催で地域説明会を広島市にて

行いました。 

    ウ 平成２０年１１月１１日～平成２１年１月２２日の間、各県庁担当課、

各県医師会、看護協会、大学医学部付属病院の関係機関を訪問し制度説明

を行いました。 

   

（５）四国東南海・南海地震対策連絡調整会議関係 

①業務内容 

    四国東南海・南海地震対策連絡調整会議は、四国管内の防災関係機関が実施す

る東南海・南海地震対策について、情報の共有及び施策の連携・調整を図ること

を目的に会員機関２６機関、オブザーバー機関８機関から構成される会議であり、

同プロジェクトのうち「広域的な救急医療体制に関する課題の抽出」を担当して

います。 

 

②業務実績 

平成２０年９月に勉強会を開催し国及び四国４県の調整が必要と思われる事項

について勉強会を開催し協議を行いました。 
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３ 健康福祉課 

 

（１）補助金等の交付に関する事務 

① 補助金等の交付について 

（ア）業務内容 

厚生労働本省と地方支分部局との役割分担の明確化及び地方自治体に 

対する行政サービスの向上を目的として、地方自治体を交付対象とする補 

助金等の執行事務が､厚生労働本省からより地域に密接した地方厚生（支）  

局へ移管されています。具体的には結核医療費負担金や地方公共団体が整   

備する保健衛生施設、社会福祉施設等の施設・設備費の交付決定などの執   

行業務を四国厚生支局において行っています。 

 

（イ）業務実績 

平成２０年度の四国厚生支局における補助金等の業務実績は、次表のと

おりです。 

単位：円 

補助金等名称 交 付 目 的 交付決定額 

結核医療費負担金 

都道府県、保健所を設置する政令市及び特別

区が行う従業禁止・命令入所患者に対する医

療に要する費用の一部を負担するもの 

73,193,748 

結核医療費補助金 

都道府県、保健所を設置する政令市及び特別

区が行う一般患者に対する医療に要する費用

等の一部を補助するもの 

6,704,234 

原爆被爆者健康診

断費交付金 

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者の健康診断に要する費用並びに被爆者健康

手帳の交付に要する費用を交付するもの 

15,065,720 

原爆被爆者手当交

付金 

都道府県、広島市及び長崎市が行う医療特別

手当、特別手当、健康管理手当、保健手当並

びに原子爆弾小頭症手当の支給に要する費用

並びに事務の処理に要する費用を交付するも

の 

911,915,760 

原爆被爆者葬祭料

交付金 

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者葬祭料支給事業に要する費用並びに事務の

処理に要する費用を交付するもの 

20,914,845 

児童扶養手当給付

費負担金 

都道府県知事等が行う児童扶養手当の支給に

要する費用の一部を負担することにより、父

と生計を同じくしていない児童が育成される

家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、も

って児童の福祉の増進を図る  

5,807,159,824 
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補助金等名称 交 付 目 的 交付決定額 

児童入所施設措置

費等負担金 

児童入所施設への児童等の入所後の保護又は  

委託後の養育につき、児童福祉施設最低基準  

を維持するために要する費用として、地方公  

共団体の支弁した経費に対し、国が負担する  

もの 

3,041,918,773 

保育所運営費負担

金 

保育所（私立）の運営に必要な経費を負担す  

ることにより、保育所において保育に欠ける  

児童に対して保育の実施を図る 

10,290,313,084 

特別児童扶養手当 

事務取扱交付金 

都道府県知事又は市町村長が、特別児童扶養  

手当等の支給に関する法律に基づいて特別児  

童扶養手当の支給事務を行うための経費を交  

付する 

33,750,783 

特別障害者手当等

給付費負担金 

都道府県市が行う特別障害者手当、障害児福 

祉手当等の支給に要する費用の一部を負担す 

ることにより、精神又は身体に重度の障害を 

有する者の福祉の増進を図る 

1,241,386,725 

婦人保護費国庫負

担金 

 

「売春防止法」に基づき要保護女子について 

その転落の未然防止と保護更生を図ること及 

び「配偶者暴力防止法」に基づき配偶者から 

の暴力被害者である女性の保護等を目的とす 

る 

32,034,717 

婦人保護費国庫補

助金 

 

21,820,600 

保健衛生施設等施

設整備費国庫補助

金 

農村検診センター、特定感染症指定医療機関 

施設等の施設及び設備を整備し、地域住民の 

健康増進並びに疾病の予防及び治療を行い、 

もって公衆衛生の向上に寄与することを目的 

とする 

 

1,908,000 

保健衛生施設等設

備整備費国庫補助

金 

89,900,000 

保健衛生施設等災

害復旧費補助金 

災害により被害を受け、その災害復旧に関し、

厚生労働大臣と協議して承認を得た施設の災  

害復旧事業 

0 

社会福祉施設等施

設整備費補助金 

社会福祉法人等が整備する施設整備に要する 

費用の一部を補助することにより、施設入所 

者等の福祉の向上を図ることを目的とする    

760,612,000 
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補助金等名称 交 付 目 的 交付決定額 

社会福祉施設等災

害復旧費補助金 

社会福祉法人等が整備した施設であって、暴

風、洪水、高潮、地震、その他の異常な自然

現象より被害を受けた施設の災害復旧に関

し、厚生労働大臣に協議して承認を得た災害

復旧事業に要する費用の一部を補助すること

により、災害の速やかな復旧を図り、もって

施設入所者等の福祉を確保することを目的と

する 

0 

地域介護・福祉空

間整備等交付金 

 

市町村が作成した法4条に基づく市町村整備 

計画に基づく事業又は事務の実施に要する経

費に充てるため、市町村に交付することによ

り、地域における公的介護施設等の施設及び

設備等の整備事業を推進することを目的とす

る 

214,162,000 

地域介護・福祉空

間整備推進交付金 

 

14,522,000 

次世代育成支援対

策施設整備交付金 

次世代育成支援対策推進法第11条第1項に規 

定する交付金に関する省令第1条第2項に規定

する施設の新設、修理、改造、拡張又は整備

に要する費用の一部に充てるために、国が交

付する交付金であり、もって、次世代育成支

援対策を推進することを目的とする 

125,606,000 

   

  ② 財産処分について 

  （ア）業務内容 

      補助金等の交付を受けて取得した財産を交付の目的に反して使用する 

 等の処分を行うにあたっては、「補助金等に係る予算執行の適正化に関す 

 る法律」に基づく厚生労働大臣の承認が必要とされており､保健衛生施設､ 

社会福祉施設等の国庫補助財産の財産処分については、地方厚生（支）局 

においてその承認審査を行っています。  

 

  （イ）業務実績 

      平成２０年度の四国厚生支局における財産処分に関する業務の実績は、 

次表のとおりです。 

 

区  分 処理件数 

財産処分承認申請     ５ 

 包括承認事項における財産処分報告の受理    ４１ 

計    ４６ 
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（２）各種養成施設等の指定及び監督について 

   国民の健康や安全な生活の維持向上を図ることを目的として、一定の資格を有

する人材を育成する各種養成施設等について、関係法令等に基づく指定、監督等

の業務を行っています。 

 

①業務内容 

  表に掲げる養成施設等について、新規の指定（認定）及び変更等の申請を受 

理し、審査を行うとともに、既指定（認定）の養成施設等について、指定（認 

定）規則及び指導要領に適合した運営、教育がなされるよう、指導・監督を行 

っています。 

 

施 設 種 別 施設数 

栄養士養成施設 9 

理容師養成施設 11 

美容師養成施設 14 

調理師養成施設 9 

指定保育士養成施設 17 

社会福祉士養成施設 2 

介護福祉士養成施設 19 

社会福祉主事養成機関 1 

精神保健福祉士養成施設 1 

保健師助産師看護師養成所 25 

理学療法士養成施設 11 

作業療法士養成施設 9 

あ・は・き 養成施設(注) 1 

柔道整復師養成施設 2 

診療放射線技師養成所 0 

臨床検査技師養成所 0 

視能訓練士養成所 0 

臨床工学技士養成所 2 

言語聴覚士養成所 3 

義肢装具士養成所 0 

救急救命士養成所 0 

歯科衛生士養成所 8 

歯科技工士養成所 4 

製菓衛生師養成施設 4 

食品衛生管理者養成施設 7 

食品衛生監視員養成施設 7 

計 166 

    （注）あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師 
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②業務実績 

（ア）指定等に関する事務 

    平成２０年度の四国厚生支局における指定、変更の承認、変更届及び報告  

書の受理等に関する業務の実績は、次表のとおりです。 

 

養成施設等の種別 指定 取消 
変更

承認 

変更

届 

報告

書 

栄養士養成施設 0 0 3 1 9 

理容師養成施設 0 0 11 8 13 

美容師養成施設 0 0 14 16 15 

調理師養成施設 1 0 0 0 9 

指定保育士養成施設 1 0 3 4 19 

社会福祉士養成施設 0 0 1 0 2 

介護福祉士養成施設 0 2 9 31 21 

社会福祉主事養成機関 0 0 1 0 1 

精神保健福祉士養成施設 0 0 2 0 2 

保健師助産師看護師養成所 0 2 28 12 6 

理学療法士及び作業療法士養成施設 0 0 19 4 11 

あ・は・き 養成施設（注） 1 0 2 1 1 

柔道整復師養成施設 0 0 3 1 2 

臨床工学技士養成所 0 0 0 1 2 

言語聴覚士養成所 0 0 3 1 3 

歯科衛生士養成所 0 0 6 3 8 

歯科技工士養成所 0 0 1 1 4 

製菓衛生師養成施設 1 0 0 0 4 

食品衛生管理者養成施設 0 0 0 3 0 

食品衛生監視員養成施設 0 0 0 3 0 

計 4 4 106 90 132 

（注）あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師 
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  （イ）指導監督に関する業務 

    平成２０年度の四国厚生支局における養成施設等に対する指導調査の実

績は、次表のとおりです。 

 

 

養成施設等の種別 

 

対象施

設 数 

実施施 

設 数 

改善指導件数 

該当施

設 数 

文書 

指摘 

口頭 

指摘 

栄養士養成施設 9 5 4 2 5 

理容師養成施設 6 1 1 0 1 

美容師養成施設 12 2 2 2 1 

調理師養成施設 9 0 - - - 

指定保育士養成施設 17 9 8 6 7 

社会福祉士養成施設 2 1 0 0 0 

介護福祉士養成施設 19 7 7 10 9 

社会福祉主事養成機関 1 1 1 1 1 

精神保健福祉士養成施設 1 1 1 0 1 

保健師助産師看護師養成所 25 6 6 7 15 

理学療法士養成施設 11 3 3 6 8 

作業療法士養成施設 9 3 3 6 8 

あ・は・き 養成施設（注） 1 0 - - - 

柔道整復師養成施設 2 0 - - - 

臨床工学技士養成所 2 1 0 0 0 

言語聴覚士養成所 3 2 2 4 5 

歯科衛生士養成所 8 4 4 9 4 

歯科技工士養成所 4 3 2 3 0 

製菓衛生師養成施設 4 1 1 2 0 

食品衛生管理者養成施設 7 1 1 2 1 

食品衛生監視員養成施設 7 1 1 2 1 

計 159 52 47 62 67 

（注）あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師 
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平成２０年度指導調査の実施結果＜指摘事項別＞ 

養成施

設の種

別 
指  摘  事  項 

改  善  指  導 

文 書 

指 摘 

件 数 

口 頭 

指 摘 

件 数 

計 

合計 １ 授業に関する事項 22 10 32 

  ① 授業時間（単位）管理の不適 5 3 8 

  ② 教科科目毎の授業時間(単位)数の不足 15 1 16 

  ③  単位設定・評価の不適  2 0 2 

  ④  合同授業の実施 0 6 6 

 ２ 教員に関する事項 5 8 13 

  ① 教員資格要件の不適 4 8 12 

  ②  専任教員の不足 1 0 1 

  ③ 専任教員の兼務の不適  0 0 0 

  ④ 一教員当たりの担当時間（教科目）数 の不

適 

0 0 0 

 ３ 生徒に関する事項 6 3 9 

  ① 定員管理(定員超過を含む)の不適 6 2 8 

  ② 生徒に関する帳簿の整備・管理の不適 0 0 0 

  ③  入学資格要件の不適 0 1 1 

  ④ 卒業認定の不適 0 0 0 

 ４ 実習に関する事項 2 10 12 

  ① 実習計画の不適 1 1 2 

  ②  実習時間（単位）管理の不適  0 9 9 

  ③ 実習時間（単位）数の不足 1 0 1 

  ④ 実習人員の不適 0 0 0 

 ５ 校舎及び備品に関する事項 6 0 6 

  ① 教室（実習室）整備の不適 3 0 3 

  ②  備品管理の不適 0 0 0 

  ③ 備品の不足 3 0 3 

 ６ その他 21 36 57 

  ① 変更承認申請手続の未処理 11 0 11 

   学則変更＜再掲＞ 3 0 3 

   校舎各室の用途(面積)変更＜再掲＞ 2 0 2 

   実習施設変更＜再掲＞ 6 0 6 

  ② 変更届出手続の未処理 2 2 4 

  ③ 諸規定の不整備・不整合 8 20 28 

  ④ 学校運営（各種会議・経費等）の不適 0 14 14 

 計 62 67 129 
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  （ウ）介護技術講習実施届出等 

     介護技術講習実施変更届出書を８件、介護技術講習実施報告書を５５件受

理しました。 

     実施状況は、次表の実施施設において、延べ５４回、修了者数１，６０７

名でした。 

     平成20年度介護技術講習実施届を１６件受理しました。 

 

        介護技術講習実施施設一覧（平成20年度実施分） 

県  別 No. 施   設   名 

徳島県 
1 四国大学短期大学部 

2 徳島健祥会福祉専門学校 

香川県 

3 香川短期大学 

4 四国福祉専門学校 

5 専門学校 穴吹パティシエ福祉カレッジ 

6 瀬戸内総合学院 

7 さぬき福祉専門学校 

愛媛県 

8 聖カタリナ大学 

9 今治明徳短期大学 

10 松山東雲短期大学 

11 松山総合福祉専門学校 

12 四国中央医療福祉総合学院 

高知県 

13 高知福祉専門学校 

14 龍馬看護ふくし専門学校 

15 平成福祉専門学校 
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（３）民生委員等の委嘱等事務 

① 業務内容 

民生委員は、民生委員法の規定により、都道府県知事（指定都市、中核市  

の長を含む。以下同じ。）の推薦によって厚生労働大臣が委嘱し、福祉事務 

所等関係行政機関に対する協力や民間の篤志奉仕者として自主的な民間福 

祉活動に従事しています。 

また、民生委員は、児童福祉法の規定により、児童委員を兼務することと 

されており、児童委員のうち主任児童委員は、都道府県知事の推薦によって 

厚生労働大臣が指名し、児童の福祉に関する児童相談所等関係行政機関と児 

童委員との連絡調整や児童委員の活動に対する援助を行っています。 

民生委員及び児童委員の任期は、民生委員法第１０条の規定により３年と 

されており、かつ、補欠（後任者等）の任期は前任者の在任期間とされてい

ることから、３年ごとに一斉改選が行われています。前回の一斉改選は平成 

１９年１２月１日に行われ、その任期は２２年１１月３０日までとなってい

ます。 

なお、四国厚生支局においては、民生委員及び児童委員の委嘱・解嘱、主 

任児童委員の指名並びに厚生労働大臣表彰状及び感謝状の授与などの業務 

を行っています。 

（参考）四国厚生支局管内の民生委員数（平成21年3月31日現在） 

県 市 民生委員数 
うち、主任 

児童委員数 

県 

徳 島 県 ２，０１３ １８２ 

香 川 県 １，３３７ １４８ 

愛 媛 県 ２，６４４ ２９６ 

高 知 県 １，７０４ １１４ 

中 

核 

市 

高 松 市 ８１５ ８０ 

松 山 市 ９７５ ８５ 

高 知 市 ７２５ ５４ 

計 １０，２１３ ９５９ 

 

②業務実績 

平成２０年度における民生委員・児童委員の委嘱や解嘱等に関する業務の実

績は、次表のとおりです。 

区    分 処理件数 

民生委員・児童委員の委嘱    １５２ 

民生委員・児童委員の解嘱    １６０ 

主任児童委員の指名     １２ 

厚生労働大臣表彰状の授与     ２４ 

厚生労働大臣感謝状の授与     ６８ 

計    ４１６ 
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（４）医療安全の普及・啓発 

①業務内容 

医療機関等に対して、医療の安全に関する取り組みの普及及び啓発に関する

業務を所管しております。 

厚生労働省では平成１３年度より毎年１１月２５日を含む１週間を「医療安 

全週間」と位置け医療安全対策の推進を図っております。 

四国厚生支局では、平成１４年度から医療安全対策に関する知識等の習得、 

討議等を行うことにより、医療機関の管理者等の資質の向上を図り、もって医 

療の安全性の向上を図ることを目的として「医療安全に関するワークショップ」

を開催しています。 

 

②業務実績 

平成２０年１２月９日（火）～１２月１０日（水）までの２日間におきまし

て、医療安全管理者等の資質向上を図るため、初日は講義形式で行い二日目は

受講生が積極的に参加することができるグループワーク研修を中心として「医

療安全に関するワークショップ」を開催しました。 

 

開 催 日: 平成２０年１２月９日～１２月１０日 

場  所: サンポートホール高松第１小ホール 

参加者数: ２５７名 

 プログラム 担当講師 

一

日

目 

「医療安全の基礎知識」 

 ・認知心理学から考える医療安全と対策 

法政大学社会学部 

      教授 原田 悦子 

「医療安全対策の構築」 

・医療安全についての職員研修の企画・運営 

(財)倉敷中央病院 

医師 米井 昭智 

「事故発生時の対応」 

・医療メディエーションの技法 

早稲田大学大学院法務研究科 

教授 和田 仁孝 

「安全文化の醸成」 

・患者参加の視点から 

NPO 法人いいなステーション 

代表 和田ちひろ 

二

日

目 

「医療安全に資する情報収集と分析、対策立案、

フィードバック、評価」 

・医療安全に関する情報収集と活用 

愛媛大学医学部附属病院 

看護部管理室   本間 和子 

グループワーク 

① 事例 1 予期せぬ急変 

② 事例 2 経鼻胃管の誤挿入による重篤肺炎 

愛媛大附属病院  本間 和子 

（補助講師） 

東徳島病院    渡辺 陽子 

高知病院     森山 万智 

高知大附属病院  若狭 郁子 

徳島大学病院   鈴木 察子 

回生病院     宮地真希子 

香川県立中央病院 高島真寿美 

香川労災病院   平井 有美 
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（５）医療観察法による移送 

①業務内容 

心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者に対し継続的かつ適切な医療 

並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことによって、その症状の 

改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り、その社会復帰を促進する 

ことを目的として、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及 

び観察等に関する法律」が平成１７年７月施行されました。 

この法律は、心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者であって、不起訴 

処分又は無罪等の裁判が確定したものに対して、①適切な鑑定や専門官・関係 

者の意見を踏まえた裁判所における最も適切な処遇の決定、②国公立の指定入 

院医療機関における、症状に応じた適切な入院処遇の実施、③指定通院医療機 

関における退院後の医療の継続及び保護観察所と都道府県等の連携による実  

施計画に基づく観察・指導等に実施、④被害者等による裁判所の手続の傍聴及 

び審判結果の通知などを行うこととされています。 

    このうち地方厚生局の業務は①精神保健判定医及び精神保健参与員に関す   

ること、②指定医療機関の指定及び指導等に関すること、③指定入院医療機関 

又は指定通院医療機関の選定に関すること、④地方裁判所の入所決定に基づく 

決定の執行及び入院決定又は通院決定を受けたものに対する医療に関するこ 

とを所掌しており、四国管内は中国四国厚生局が管轄しております。 

なお、四国厚生支局においては、四国管内における対象者の移送業務について

のみ中国四国厚生局健康福祉部医事課併任としてその業務に携わっています。 

 

②業務実績 

平成２０年度の四国管内における処遇決定状況 

内  訳  件 数 

入院決定（移送） ６ 

通 院 決 定 ３ 

不   処   遇 ４ 

計 １３ 

 

（６）医師確保関係 

①業務概要事項 

     医師の確保に関すること及び地域医療の確保・推進に関する業務として、平 

成１８年度に設立した医療制度改革関連法に基づき、地域や診療科による医師 

不足問題への対応や、医療計画・健康増進計画等の見直し等に関して、管内県 

等に対する意見交換や各種の情報提供等行っています。 

 

②業務実績事項 

厚生労働省の対策を各都道府県に周知するとともに、各県の医師確保対策へ

の取り組み状況を把握する目的で、平成２０年１０月１６日 四国厚生支局会

議室にて医師確保対策に関する四国４県意見交換会を実施しました。 
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４ 保険年金課 

 

（１）健康保険組合に係る認可及び指導監督 

①業務内容 

尐子高齢化が進展する中で、医療保険制度は国民が安心して暮らしていくため 

には欠かすことのできない大切な制度です。 

四国厚生支局では、各種の医療保険の内、健康保険組合が運営している健康保 

険事業の指導監督及び健康保険組合に対する認可等を行っています。 

 

業務対象機関（平成２０年度末現在）   

   健康保険組合   ２３組合 

 

②業務実績 

    当支局管内の健康保険組合は２３組合（平成２０年度末 約８.６万人）が加入 

しています。 

平成２０年度の実地指導は、指定組合、医療費の高い組合及び特に指導が必要 

と認められた組合の中から選定し、７組合を実施しました。 

実施組合に対し、医療費の適正化により財政の健全化を図るなどの指導を行っ 

ています。 

 

申請書等の処理件数（平成２０年度）                 （単位：件） 

区  分 
規約改正等の

認可 
届出等の受理 

大臣への提出 

書類の経由 

公法人証明、 

印鑑証明等 

健康保険組合 １８ ９４ ３１９ ７９ 

 

（２）厚生年金基金に係る認可及び指導監督 

①業務内容 

厚生年金基金制度は、厚生年金の一部を国に代わって支給(代行部分)するとと 

もに､各厚生年金基金ごとに定められた独自の上乗せ給付（プラスアルファ部分） 

を行う年金制度で、昭和４１年１０月に施行しました。 

     また、厚生年金基金は、厚生年金保険法に基づき厚生労働大臣の認可を受け、 

特別の公法人として制度の運営・管理を行っています。 

四国厚生支局では、厚生年金基金に対する指導監督及び認可等を行っています。 

 

業務対象機関（平成２０年度末現在） 

厚生年金基金   １９基金 

 

②業務実績 

当支局管内の厚生年金基金は１９基金（平成２０年度末 約７.５万人）が加入 

しています。 

平成２０年度の実施指導は、資産額の低い基金、加入員数が減尐している基金 

等の中から選定し、７基金に対し実施しました。 

実施基金に対し、財政運営の適正を図るなどの指導を行っています。 
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申請書等の処理件数（平成２０年度）               （単位：件） 

区  分 
規約改正等の

認可 
届出等の受理 

大臣への提出 

書類の経由 

公法人証明、 

印鑑証明等 

厚生年金基金 ５２ １３８ １７８ ３４ 

 

（３）確定拠出年金、確定給付企業年金に係る承認及び指導監督 

①業務内容 

確定拠出年金は、個人又は事業主が拠出した資金を個人が自己責任において 

運用の指図を行い、高齢期において、その結果に基づいた給付を受けることが 

出来るようにするための制度であり、平成１３年１０月から施行されました。 

また、確定給付企業年金は、平成１４年４月から導入された制度で、労使合 

意の年金規約に基づき、事業所と信託会社・生保会社等が契約を結び、母体企 

業の外で年金資産を管理・運用し年金給付を行う「規約型」と母体企業とは別 

の法人格をもった基金を設立した上で、基金において年金資産を管理・運用し 

年金給付を行う「基金型」があります。 

四国厚生支局では､確定拠出年金（事業主に係るものに限る）､確定給付企業 

年金に係る承認等及び指導監督を行っています。 

 

業務対象機関（平成２０年度末現在） 

確定拠出年金の企業型年金規約承認企業     ５９企業・グループ 

確定給付企業年金規約承認企業        １０２企業・グループ 

 

②業務実績 

当支局管内の確定拠出年金は５９企業（平成２０年度は、新たに３の企業年金が

実施）、確定給付年金は１０２企業（平成２０年度は､新たに４４の企業年金が実 

施）です。企業年金の実地指導は、企業年金等の事業運営に問題が発生した場合 

又は解散・分割時等に指導を行うこととしています。 

 

  申請書等の処理件数（平成２０年度）                （単位：件） 

区  分 規約の承認 届出等の受理 
大臣への提出

書類の経由 

公法人証明、 

印鑑証明等 

確定拠出年金 ２２ ８１   

確定給付年金 ２０ ８ １４１ ４２ 
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（４）国民年金基金に係る認可及び指導監督 

  ①業務内容 

 国民年金基金は、厚生労働大臣の認可を受け都道府県ごとや業種別に公法人で 

ある国民年金基金（地域型又は職能型）を設立し、自営業者等の方々に老齢基礎 

年金に上乗せする給付を支給する制度として、平成３年５月に発足しました。 

四国厚生支局では、国民年金基金に対する指導監督及び認可等を行っています。 

 

 

業務対象機関（平成２０年度末現在） 

国民年金基金    ４基金 

 

②業務実績 

当支局管内の国民年金基金は４基金（平成２０年度末 約１.８万人）が加入し 

ています。平成２０年度の実地指導は、国民年金基金の自立の推進を図る観点か 

ら、加入員確保事業の推進に重点を置き、１国民年基金に対し実施しました。加 

入員確保を図るなどの指導を行っています。 

 

申請書等の処理件数（平成２０年度）                （単位：件） 

区  分 
規約改正等の

認可 
届出等の受理 

大臣への提出 

書類の経由 

公法人証明、 

印鑑証明等 

国民年金基金 ０ ６ ４４ ０ 
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５ 管理課 

 

（１）事務所が作成する業務の実施に関する計画の調整、進捗管理及び分 

析等について 

①業務内容 

これまで社会保険事務局において実施されてきた保険医療機関、保 

険薬局（以下､「保険医療機関等」という。）並びに保険医､保険薬剤 

師（以下､「保険医等」という。）の指導監査業務については、平成２ 

０年１０月の社会保険庁改革に伴い、地方厚生（支）局へ事務が移管 

されました。 

管理課では、保険医療機関等及び保険医等の指導監査業務を所掌す 

る四国厚生支局管内（４県）の県事務所（指導監査課を含む。）が作 

成する次年度の指導計画について､「指導大綱」（平成２０年９月３０ 

日保発第０９３０００８号）に基づく計画となるよう医療指導課と協 

力して調整を行います。 

また、各県事務所を集めた会議を設ける等により、必要な情報の提 

供や実施状況の把握を行っていきます。 

 

②業務実績 

平成２０年度の保険医療機関等及び保険医等の指導業務の進捗状況 

の管理については、指導計画の作成及び９月までの指導監査業務を社 

会保険事務局において行っており、その業務の引継を受けた県事務所 

（指導監査課を含む。）より、指導監査業務の指導計画及び実施状況 

の把握を行いました。 

 

 

 （２）保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師及び指定訪問看護事業 

者その他の医療保険事業の療養担当者に係る情報の管理について 

①業務内容 

 医療指導部門に係る各種報告書等について、行政機関の保有する情 

報の公開に関する法律第４条第１項の規定に基づく、行政文書開示請 

求が申請された場合には､総務課と協力し､行政文書の写しの交付（開 

示）を行っています。（手数料が必要です。） 

また、四国厚生支局のホームページに上記内容からピックアップし、 

医療指導部門にかかる各種情報を公開しています。 

 

②業務実績 

  医療指導部門に係る開示請求の件数   

 ２０年度 

開示請求数 １３０ 

        ホームページ情報については毎月更新して情報公開しています。 
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 （３）社会保険診療報酬支払基金支部の監督について 

①業務内容 

これまで社会保険事務局において実施されてきた保険医療機関等か 

ら提出された被用者保険分に係るレセプトの審査・支払業務等を行っ 

ている社会保険診療報酬支払基金支部の検査については、平成２０年 

１０月の社会保険庁改革に伴い、地方厚生（支）局へ事務が移管され 

ました。 

管理課では、四国厚生支局管内（４県）の社会保険診療報酬支払基 

金支部に対して、業務の適正かつ効率的な運営を確保することを目的 

として検査を実施します。 

実施時期については、「行政改革に関する第５次答申」（昭和５８ 

年３月１４日臨時行政調査会）の中で、民間法人化された法人に対す 

る政府の関与は最小限のものとすべきであるとされていることを踏ま 

え、公益法人の立入検査の実施状況を参考に、平成２０年１０月１日 

から、それと同程度の尐なくとも３年に１回実施します。 

なお、支部の業務において重大な事故が発生した場合等は、必要に 

応じて実施します。 

 

②業務実績 

四国厚生支局管内（４県）の社会保険事務局より、過去に実施され 

た検査に関する資料の引継を受け、実施状況及び実施内容の把握を行 

いました。 

今後、厚生労働省本省より通知される監査指針に基づき、四国厚生 

支局としての実施計画の策定及び実施内容の重点的事項を決定し、検 

査を実施していくこととしています。 

 

 

 （４）国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の技術的助言・指導監督に

ついて 

①業務内容 

都道府県知事が行う国民健康保険事業の助言・指導監督については 

「国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督について」(平

成 ２ ０ 年 ９ 月 ３ ０ 日 付 保 発 第 ０ ９ ３ ０ ０ ０ ４ 号 厚 生 労 働 省 保 

険局長通知 )また、その細部については「国民健康保険の保険者及び国 

民健康保険団体連合会の指導監督について」 (平成２０年９月３０日付 

保国発第０９３０００１号国民健康保険課長通知）に基づき行われて 

います。 

地方厚生（支）局における保険者及び国民健康保険団体連合会の助 

言・指導監督については、同通知に準じて実施する他、保険料（税） 

収納率の向上、累積赤字の額の計画的な早期解消、診療報酬明細書の 

点検調査等の充実強化、保険事業の推進を重点事項とし、国民健康保 

険事業の適正かつ安定的運営の確保を図り、保険財政の健全化、医療 

費の適正化及び保険事業の推進に努めるよう助言指導を行っています。 
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   ②業務実績 

 

 

助言指導 

 

内   訳
 

県 市町村 国保組合 国保連合会 

８
 

４
 

４
 

０
 

０
 

 

 

 （５）後期高齢者医療制度に係る技術的助言・指導監督について 

   ①業務内容 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）及び 

関係法令の規定に基づき、地方厚生（支）局及び都道府県は、後期高 

齢者医療広域連合及び市町村並びに国民健康保険団体連合会に対し報 

告の徴収、技術的助言等を行うこととされています。 

地方厚生（支）局では、後期高齢者医療制度の適正かつ安定的な運 

営に資することを目的として、都道府県、後期高齢者医療広域連合及 

び市町村並びに国民健康保険団体連合会における後期高齢者医療制度 

の事務の実施状況を関係法令等に照らして検討し、後期高齢者医療制 

度の事務の適正かつ  効果的運営の促進について必要な助言指導を行う 

こととしています。 

 

②業務実績 

平成２０年度助言指導は、後期高齢者医療制度の施行初年度であり、 

制度の円滑な実施に重点をおき、都道府県、後期高齢者医療広域連合 

及び市町村並びに国民健康保険団体連合会からの照会等に対し、必要 

な情報提供を行いました。 
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６ 医療指導課 

 

（１）保険医療機関等及び保険医等に対する指導監督について 

  ①業務内容 

四国管内においては、平成２１年３月３１日現在、病院は約５００施 

設、医科診療所は約３，０００施設、歯科診療所は約２，０００施設、 

薬局は約１，６００施設が保険医療機関（保険薬局）の指定を受け、ま 

た、医師は約１２，７００人、歯科医師は約３，３００人、薬剤師は約 

８，１００人が保険医（保険薬剤師）の登録を受け、柔道整復師は約１， 

０００人が受領委任契約を受けています。 

これら保険医療機関等及び保険医等に対する指導・監督業務について 

は、指導監査課と徳島県、愛媛県及び高知県に所在する事務所（事務所 

等）が担当しています。なお、特殊な事案については、管轄事務所等におい 

て単独で実施することが困難であることから、当課と共同して指導・監 

督業務を実施しています。 

また、大学附属病院や指導を行っても改善が見られない保険医療機関 

等に対しては、厚生労働省、四国厚生支局及び県が共同して行う特定共 

同指導や共同指導を実施しています。 

さらに、業務が円滑に実施できるよう、事務所等に対し、普段から業 

務指導や連絡調整等を行っています。 

 

②業務実績（平成２０年１０月～平成２１年３月） 

        特定共同指導        １施設 

    共同指導      ６施設 
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７ 指導監査課 

 

（１）保険医療機関等及び保険医等に対する監督について 

  ①業務内容 

健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関 

する法律の規定に基づき、保険医療機関及び保険薬局は療養の給付に関 

し、保険医及び保険薬剤師は健康保険の診療又は調剤に関する指導及び 

調査を行います。 

また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看護 

師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導及び調査を行います。 

  

  ②業務実績 

   ア 保険医療機関等の指導状況  

 新規個別指導 集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

医科 ・ 病院 ０ ０ ６ １１ ０ 

医科・診療所 ２３ １９ ２３ ２８ ０ 

歯    科 １１ １０ ２７ １９ ０ 

薬    局 １３ １０ ３５ １８ ０ 

 

    イ 指定訪問看護事業者の指導状況 

 新規個別指導  集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

件   数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）保険医療機関等の指定及び保険医等の登録について 

  ①業務内容 

健康保険法に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに指定訪問看護事 

業者の指定を行います。 

また、保険医療機関等において健康保険の診療に従事する医師又は保 

険薬局において健康保険の調剤に従事する薬剤師の保険医及び保険薬剤 

師の登録を行います。 

 

  ②業務実績 

     ア 保険医療機関等の指定状況 

 

 

 

医  科 歯  科 薬  局 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現 在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末 

現 在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末 

現 在 

件数 ７２ ６５ ８００ ３８ ３１ ４８５ ７２ ６０ ４５１ 

 注）廃止等欄は廃止、辞退、取消の合計件数です。 

 

     イ 指定訪問看護事業者の指定状況 

 指  定 廃  止 辞  退 取  消 20年度末現在 

件 数 １ ３ ０ ０ ３９ 
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     ウ 保険医等の登録状況 

 

 

新規登録 

 

抹消等 

 

異    動 20年度末現在
 

 転 入 転 出 

医  師 ６５ １５ １３９ １５９    ３,０３９ 

歯科医師 ６ ２ ３４ ２１       ７８５ 

薬 剤 師 ４７ ３ ５４ ５６    ２,１７５ 

 注）抹消等欄は抹消、死亡、取消の合計件数です。 

 

（３）四国地方社会保険医療協議会香川部会の運営について 

  ①業務内容 

   四国地方社会保険医療協議会議事規則により、保険医療機関又は保険 

薬局の指定について審議するための四国地方社会保険医療協議会香川部会 

の庶務を行っています。 

 

  ②業務実績 

四国地方社会保険医療協議会香川部会の開催状況 １２回 

  

※実績は平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの分です。 
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８ 徳島事務所 

 

（１）保険医療機関等及び保険医等に対する監督について 

  ①業務内容 

 健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関 

する法律の規定に基づき、保険医療機関及び保険薬局は療養の給付に関 

し、保険医及び保険薬剤師は健康保険の診療又は調剤に関する指導及び 

調査を行います。 

 また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看護 

師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導及び調査を行います。 

  

  ②業務実績 

   ア 保険医療機関等の指導状況  

 新規個別指導 集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

医科 ・ 病院 ０ ０ ２ １ ０ 

医科・診療所 １２ ０ ５０ ２３ ０ 

歯    科 ５ ０ ３３ １６ １ 

薬    局 ０ ２３ ２５ １０ ０ 

 

    イ 指定訪問看護事業者の指導状況 

 新規個別指導  集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

件   数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）保険医療機関等の指定及び保険医等の登録について 

  ①業務内容 

    健康保険法に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに指定訪問看護事 

業者の指定を行います。 

     また、保険医療機関等において健康保険の診療に従事する医師又は保 

険薬局において健康保険の調剤に従事する薬剤師の保険医及び保険薬剤 

師の登録を行います。 

 

  ②業務実績 

     ア 保険医療機関等の指定状況 

 

 

 

医  科 歯  科 薬  局 

指定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現  在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現  在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末 

現 在 

件数 １４ １５ ８１０ ９ ６ ４３４ １４ １５ ３４８ 

 注）廃止等欄は廃止、辞退、取消の合計件数です。 

 

     イ 指定訪問看護事業者の指定状況 

 指  定 廃  止 辞  退 取  消 20年度末現在 

件 数 ４ ０ ０ ０ ６７ 
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     ウ 保険医等の登録状況 

 

 

新規登録
 

 

抹消等
 

 

異    動 20年度末現在
 

 転 入 転 出 

医  師 ４７ １０ １１４ ９７ ２,８７１ 

歯科医師 ３０ ２ ３０ ５３ ９１９ 

薬 剤 師 ８７ ２ ２９ ４０ １,９０１ 

 注）抹消等欄は抹消、死亡、取消の合計件数です。 

 

（３）四国地方社会保険医療協議会徳島部会の運営について 

  ①業務内容 

    四国地方社会保険医療協議会議事規則により、保険医療機関又は保険 

薬局の指定について審議するための四国地方社会保険医療協議会徳島部 

会の庶務を行っています。 

 

  ②業務実績 

    四国地方社会保険医療協議会徳島部会の開催状況 １２回 

  

※実績は平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの分です。 
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９ 愛媛事務所 

 

（１）保険医療機関等及び保険医等に対する監督について 

  ①業務内容 

健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関 

する法律の規定に基づき、保険医療機関及び保険薬局は療養の給付に関 

し、保険医及び保険薬剤師は健康保険の診療又は調剤に関する指導及び 

調査を行います。 

また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看護 

師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導及び調査を行います。 

  

  ②業務実績 

   ア 保険医療機関等の指導状況  

 新規個別指導 集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

医科 ・ 病院 ２ １ ５ ６ ０ 

医科・診療所 ７１ ３４ ８４ １７ １ 

歯    科 １６ １６ ５４ ２７ ０ 

薬    局 ３０ ３０ ３８ １９ ０ 

 

    イ 指定訪問看護事業者の指導状況 

 新規個別指導  集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

件   数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）保険医療機関等の指定及び保険医等の登録について 

  ①業務内容 

 健康保険法に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに指定訪問看護事 

業者の指定を行います。 

 また、保険医療機関等において健康保険の診療に従事する医師又は保 

険薬局において健康保険の調剤に従事する薬剤師の保険医及び保険薬剤 

師の登録を行います。 

 

  ②業務実績 

     ア 保険医療機関等の指定状況 

 

 

 

医  科 歯  科 薬  局 

指定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現 在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現 在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末 

現 在 

件数 ６６ ７９ 1,236 ３３ ２８ ７２９ ６４ ６８ ４８１ 

 注）廃止等欄は廃止、辞退、取消の合計件数です。 

 

     イ 指定訪問看護事業者の指定状況 

 指  定 廃  止 辞  退 取  消 20年度末現在 

件 数 ３ ３ ０ ０      ８９ 
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     ウ 保険医等の登録状況 

 

 

新規登録 

 

抹消等 

 

異    動 20年度末現在
 

 転 入 転 出 

医  師 ７０ ９ １６３ １７５   ４，２３９ 

歯科医師 ３ ７ ２６ １７   １，０２２ 

薬 剤 師 ６８ ２ ４９ ６５   ２，２６６ 

 注）抹消等欄は抹消、死亡、取消の合計件数です。 

 

（３）四国地方社会保険医療協議会愛媛部会の運営について 

  ①業務内容 

 四国地方社会保険医療協議会議事規則により、保険医療機関又は保険 

薬局の指定について審議するための四国地方社会保険医療協議会愛媛部 

会の庶務を行っています。 

 

  ②業務実績 

    四国地方社会保険医療協議会愛媛部会の開催状況 １１回 

  

※実績は平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの分です。 
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１０ 高知事務所 

 

（１）保険医療機関等及び保険医等に対する監督について 

  ①業務内容 

 健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関 

する法律の規定に基づき、保険医療機関及び保険薬局は療養の給付に関 

し、保険医及び保険薬剤師は健康保険の診療又は調剤に関する指導及び 

調査を行います。 

 また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看護 

師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導及び調査を行います。 

  

  ②業務実績 

   ア 保険医療機関等の指導状況  

 新規個別指導 集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

医科 ・ 病院 ０ ０ ４ ５ ０ 

医科・診療所 １０ ０ １３ １８ ２ 

歯    科 ８ ０ ２９ １５ ０ 

薬    局 １１ ０ ２６ １４ ０ 

 

    イ 指定訪問看護事業者の指導状況 

 新規個別指導  集団指導 集団的個別指導 個別指導 監   査 

件   数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）保険医療機関等の指定及び保険医等の登録について 

  ①業務実績 

 健康保険法に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに指定訪問看護事 

業者の指定を行います。 

 また、保険医療機関等において健康保険の診療に従事する医師又は保 

険薬局において健康保険の調剤に従事する薬剤師の保険医及び保険薬剤 

師の登録を行います。 

 

  ②業務実績 

     ア 保険医療機関等の指定状況 

 

 

 

医  科 歯  科 薬  局 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現 在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末

現 在 

指 定
 

 

廃止等
 

 

20年度末 

現 在 

件数 ３３ ３６ ６３２ １３ １９ ３６５ ３５ ３２ ３４７ 

 注）廃止等欄は廃止、辞退、取消の合計件数です。 

 

     イ 指定訪問看護事業者の指定状況 

 指  定 廃  止 辞  退 取  消 20年度末現在 

件 数 ２ ６ ０ ０       ５２ 
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     ウ 保険医等の登録状況 

 

 

新規登録 

 

抹消等 

 

異    動 20年度末現在
 

 転 入 転 出 

医  師 ３９ ９ ７３ ９７   ２，５１５ 

歯科医師 ５ ７ ５ ６       ５４４ 

薬 剤 師 ３２ １ ５１ ５７   １，７８７ 

 注）抹消等欄は抹消、死亡、取消の合計件数です。 

 

（３）四国地方社会保険医療協議会高知部会の運営について 

  ①業務内容 

 四国地方社会保険医療協議会議事規則により、保険医療機関又は保険 

薬局の指定について審議するための四国地方社会保険医療協議会高知部 

会の庶務を行っています。 

 

  ②業務実績 

    四国地方社会保険医療協議会高知部会の開催状況 １２回 

  

※実績は平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの分です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 37 - 

 

１１ 麻薬取締部 

 

（１）薬物事犯の取締 

  ①業務内容 

ア 薬物事犯の取締 

麻薬取締部は、薬物犯罪に関する司法権を付与された麻薬取締官によって

構成されています。麻薬取締官は、麻薬及び向精神薬取締法第５４条の規定

に基づき、厚生労働大臣の指揮監督を受け、司法警察員として次の法律で規

定される薬物犯罪の取締を行っています。 

［薬物関連五法］ 

       ・麻薬及び向精神薬取締法 ヘロイン、コカイン、ＭＤＭＡ、ＬＳＤ等 

・大麻取締法       大麻草、乾燥大麻、大麻樹脂、液体大麻等 

・あへん法        あへん、けし、けしがら等 

・覚せい剤取締法     覚せい剤（シャブ、スピード、ヤーバ）等 

・麻薬特例法       薬物事犯収益の隠匿・収受の処罰、薬物事犯

の収益の没収等 

及び 

［刑法］ 

・第２編第１４章あへん煙に関する罪 

 

イ 各取締機関との連携 

・麻薬取締協議会 

例年５～６月に薬物取締関係機関が一同に会して「四国地区麻薬取締協議

会」を行い各機関の取締の実情等について、情報交換、薬物犯罪の手口、裁

判例の分析及び捜査上の留意点について検討し、関係機関相互の連携を図っ

ています。 

     ・合同捜査 

事件の性質、内容によっては、取締関係機関（警察、海上保安本部、

税関）との合同捜査を行っています。 

   

②業務実績 

 薬物事犯の取締件数等 

                検挙件数    検挙人員 

覚せい剤取締法          １４件     １２名 

麻薬及び向精神薬取締法      ３８件     ３７名 

 大麻取締法             ３件      ３名   

   計              ５５件     ５２名 

（押収物） 

 覚せい剤（粉末）3.837ｇ 

覚せい剤錠剤（アンフェタミン）96 錠 

ヒロポン 113Ａ 

 

オプソ内服液 1包 

モルヒネ塩酸塩注射液 10 ㎎ 27Ａ 
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塩酸モルヒネ注射液 50㎎ 23Ａ 

 

（押収物） 

クエン酸フェンタニル注射液 6Ａ 

動物用ケタラール 50  7Ｖ 

塩酸テノシクリジン 1.347ｇ 

塩酸フェンシクリジン末 72.963ｇ 

塩酸メスカリン末 1.907ｇ 

デルタ９ヒドロカンナビノール 2.1ml 

１－ベンジルピペラジン 840ml 

Ｎ－（３－トリフルオロメチル）ピペラジン 48ml 

 

向精神薬錠剤（メチルフェニデート）37錠 

     

乾燥大麻 40.884ｇ 

 

（２）鑑定 

  ①業務内容 

薬物犯罪の捜査において、当該犯罪を立証するため最新の機器を使った鑑定を

行っており、科学捜査の中核となる重要な業務です。 

鑑定の主な業務は、 

ア 押収した薬物の定性分析及び定量分析 

イ 生体試料（尿・汗）からの規制薬物の検出及び定性分析 

ウ 薬物の使用歴を判定するための毛髪鑑定 

エ 信頼性の高い鑑定手法の開発や新たな規制薬物の鑑定方法の研究 

    です。 

 

（３）正規麻薬等の指導・監督 

  ①業務内容 

ア 許認可 

麻薬、向精神薬等は、その使用方法を誤ると危険な薬物ですが、その一方

医療に不可欠な医薬品としての有効性を持っています。そこで、これら薬物

の使用及び流通を正当な目的（医療及び学術研究）に関するもののみに限定

し、その取扱者を免許、許可、届出制とし、適正な取扱を行うべく不正ルー

トへの横流し等を無くし国民の健康被害を未然に防止しています。これらの

書類審査や現場確認等の業務を行っており、中には外国政府宛の事前通報や

外国政府からの事前通報に対する回答事務もあります。 

    

イ 立入検査 

正規流通医薬品である麻薬、向精神薬、覚せい剤及び原料については、正

規流通を確保しつつ横流し等を防止するため取扱施設に対し各県とも協力し

ながら立入検査を行い、これらに対する指導・監督を行っています。 
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  ②業務実績 

ア 許認可件数 

    ・ 麻薬関係                   １３１件 

       麻薬小売業者間譲渡許可申請          ５８件 

       麻薬譲渡許可申請               １６件 

       麻薬携帯輸出許可申請              ６件 

       麻薬携帯輸入許可申請              ６件 

       その他                    ４５件 

 

・ 向精神薬関係                  １９件 

向精神薬輸入証明書申請             ４件 

向精神薬製造製剤業者変更届           ２件 

その他                    １３件 

 

・ 麻薬向精神薬原料関係               ７件 

麻薬向精神薬原料輸入届             ６件 

その他                     １件 

 

・ あへん関係                    ２件 

けし栽培許可申請                １件 

その他                     １件 

 

・ 覚せい剤関係                  １２件 

 国の開設する覚せい剤施用機関指定書の交付    ５件 

その他                     ７件 

 

イ 立入検査 

・ 麻薬関係               違反業務所：２件 

   麻薬卸売業者         ６件 

   麻薬小売業者        １１件 

   病    院        ３２件 

   一般診療所          １件 

飼育動物診療施設      １２件 

麻薬研究者          ２件    

計           ６４件 

 

・ 向精神薬関係             違反業務所：０件 

   向精神薬卸売業者       ５件 

   免許みなし一般販売業者    １件 

   免許みなし薬局        ９件 

   病    院        ３３件 

   一般診療所          １件 

麻薬研究者         １１件    

計           ６０件 
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・ 覚せい剤関係             違反業務所：１件 

   覚せい剤研究者        ２件 

   覚せい剤原料取扱者      ６件 

   薬    局        １１件 

   病院・一般診療所      ３３件 

飼育動物診療施設      １１件    

計           ６３件 

 

（４）薬物中毒者対策 

  ①業務内容 

麻薬中毒者に対して麻薬取締員等と協力し、再び中毒や乱用に陥らないよう相

談に応じるとともに必要な指導を行っています。 

また、薬物相談業務に携わる関係機関（精神科の医師、各県、保健所職員等）

との連絡会議を開催し、相談業務の充実、連携を図っています。 

更に「麻薬・覚せい剤相談電話」（ＴＥＬ０８７－８２３－８８００）を設置

し、麻薬の等乱用者の家族などからの相談に応じています。 

 

（５）薬物乱用防止啓発活動 

  ①業務内容 

ア 薬物乱用防止教室等への講師派遣 

薬物乱用を阻止するためには新たな乱用者を作らない社会環境を構築する

必要があり、そのために薬物に手を出す前の青尐年に対する啓発指導として

学校、ＰＴＡ、各種団体等が主催する薬物乱用防止教室等に講師として職員

を派遣しています。 

 

イ 「ダメ。ゼッタイ」普及運動 

２０１９年（平成３１年）までに薬物乱用を根絶することを目指すとした

「新国連薬物乱用根絶宣言」の支援事業の一環として、官民一体となり国内

外における薬物乱用防止に資するための活動を行っています。 

平成２０年度運動期間：６月２０日～７月１９日 

 

ウ 不正大麻・けし撲滅運動 

あへん法で「けし」、麻薬及び向精神薬取締法で「ハカマオニゲン」、大

麻取締法で「大麻」が規制されていますが、時勢の大麻やけし等が薬物乱用

者の間で不正に流通し悪用されることのないようにするため、けしの開花時

期や大麻の成長期に合わせ５月１日～６月３０日の間不正大麻・けし撲滅運

動を実施し、ポスター、リーフレット等配付し、管内各県、保健所職員等と

協力して不正大麻・けしの発見・除去を行っています。 

 

エ 麻薬・覚せい剤乱用防止運動 

厚生労働省と各都道府県が共催して国民の薬物乱用防止に対する意識を深

めるため、地域団体を加え麻薬・覚せい剤乱用防止運動を行っています。 

平成２０年度運動期間：１０月１日～１１月３０日

 


